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会計別補正予算額
（単位：千円）

12,841,246

特別会計･企業会計 183,139,347 183,139,478 0 183,139,478 131

合計 418,389,347 429,650,565 1,580,028 431,230,593

0

下 水 道 39,984,347 39,984,347 0 39,984,347 0

計 67,407,347 67,407,347 0 67,407,347

0

企
　
業
　
会
　
計

地 方 卸 売 市 場 1,456,000 1,456,000 0 1,456,000 0

病 院 25,967,000 25,967,000 0 25,967,000

131計 115,732,000 115,732,131 0 115,732,131

0

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付

165,000 165,000 0 165,000 0

後期高齢者医療 9,731,000 9,731,000 0 9,731,000

693,000 0 693,000

0介 護 保 険 52,232,000 52,232,000 0 52,232,000

0

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 51,223,000 51,223,000 0 51,223,000

0

公 共 用 地
先 行 取 得

1,688,000 1,688,131 0 1,688,131 131

船 橋 駅 南 口
市 街 地 再 開 発

693,000

12,841,115

区　　　　　　　分 当初予算 補正前予算額 令和７年１月補正予算 補正後予算額 対当初予算増減額

一 般 会 計 235,250,000 246,511,087 1,580,028 248,091,115
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令和６年度　一般会計補正予算額（歳入）

 (単位:千円)

当初予算額 補正前予算額 令和７年１月補正予算 補正後予算額

10 市税 105,913,000 105,913,000 0 105,913,000

15 地方譲与税 963,900 963,900 0 963,900

20 利子割交付金 50,800 50,800 0 50,800

21 配当割交付金 723,400 723,400 0 723,400

23 株式等譲渡所得割交付金 597,300 597,300 0 597,300

24 地方消費税交付金 14,189,300 14,189,300 0 14,189,300

25 ゴルフ場利用税交付金 3,200 3,200 0 3,200

26 法人事業税交付金 1,170,500 1,170,500 0 1,170,500

30 自動車取得税交付金 100 100 0 100

31 環境性能割交付金 173,900 173,900 0 173,900

35
国有提供施設等所在市助成交
付金

200,000 200,000 0 200,000

37 地方特例交付金 3,389,600 3,389,600 0 3,389,600

40 地方交付税 10,400,800 10,400,800 0 10,400,800

45 交通安全対策特別交付金 58,400 58,400 0 58,400

50 分担金及び負担金 1,375,800 1,375,800 0 1,375,800

55 使用料及び手数料 4,559,300 4,559,300 0 4,559,300

60 国庫支出金 44,939,100 52,023,784 940,918 52,964,702

65 県支出金 16,059,900 16,438,228 0 16,438,228

70 財産収入 606,700 606,700 0 606,700

75 寄附金 1,360,500 1,360,500 0 1,360,500

80 繰入金 6,502,800 9,571,324 639,093 10,210,417

85 繰越金 300,000 300,000 0 300,000

90 諸収入 9,356,800 10,088,751 17 10,088,768

95 市債 12,354,900 12,352,500 0 12,352,500

235,250,000 246,511,087 1,580,028 248,091,115

区分

合　　　計

－8－



令和６年度　一般会計補正予算額（歳出）

       (単位:千円)

当初予算額 補正前予算額 令和７年１月補正予算 補正後予算額

10 議会費 977,900 986,900 0 986,900

15 総務費 18,640,300 24,233,356 20,392 24,253,748

20 民生費 114,567,800 118,093,222 1,388,906 119,482,128

25 衛生費 18,012,000 19,328,852 0 19,328,852

30 労働費 202,400 203,400 0 203,400

35 農林水産業費 581,100 588,100 0 588,100

40 商工費 4,250,000 4,256,000 126,300 4,382,300

45 土木費 22,944,000 23,088,086 44,430 23,132,516

50 消防費 7,616,000 7,815,000 0 7,815,000

55 教育費 28,855,600 29,315,271 0 29,315,271

65 公債費 18,302,900 18,302,900 0 18,302,900

75 予備費 300,000 300,000 0 300,000

235,250,000 246,511,087 1,580,028 248,091,115

令和６年度　財源調整基金見込額

合　　　計

区分

       (単位:千円)

取崩額　Ｄ 積立額　Ｅ

24,113,314 940,690 25,054,004 7,298,393 22,240 639,093 17,138,758

令和７年１月補正前
取崩額・積立額令和５年度末

現在高
Ａ

決算剰余金
積立額

Ｂ

剰余金
積立後残高
Ｃ＝Ａ＋Ｂ

令和７年１月補正
取崩額

Ｆ

令和６年度末残高
（見込）

Ｃ－Ｄ＋Ｅ－Ｆ

－9－



15款 総務費  10項 総務管理費  70目 自治振興費

【住まいの防犯対策補助金】
＜補助対象＞ 住宅に設置する防犯対策物品※（工事費含む）の購入費

※主な物品： 防犯カメラ、録画機能付きドアホン、センサーライト、

センサー付きアラーム、補助錠、防犯ガラス 等
＜補助件数＞ 1,000件

＜補助金額＞ 購入費の1/2（1世帯あたり上限額20千円）
20千円×1,000件＝20,000千円

＜参考（主な物品例）＞

・防犯カメラ ・録画機能付きドアホン

・センサ―ライト ・補助錠

 

補

正

概

要

 SNSで実行犯を募集して強盗等の凶悪な犯行に及ぶ事件が広域に発生し、社会における重大な脅威と

なっている中、市民が安心して暮らせるよう、住宅に設置する防犯対策物品の購入費用の一部を補助す

ることにより、安心・安全なまちづくりを推進する。

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

令和6年度

実施計画

基本施策

補正前額 補正後額
20,392 0 0 0 20,392 0 20,392

小事業名 住まいの防犯対策補助金 新規
所属名称 市民生活部市民安全推進課

成果指標

中施策

－10－



20款 民生費  10項 社会福祉費  10目 社会福祉総務費

20款 民生費  10項 社会福祉費  25目 老人福祉費

小事業名 住民税非課税世帯等価格高騰支援給付金給付事業費 拡大
所属名称 福祉サービス部地域福祉課

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
244,454 0 0 7

令和6年度

実施計画

基本施策
中施策

成果指標

補

正

概

要

 物価高騰対策として、令和6年12月13日時点で船橋市に住民登録があり、令和6年度の住民税が均等割

のみ課税となる世帯及び令和6年1月～12月に家計が急変し、住民税非課税世帯と同様の事情にあると認

められる世帯に対し、1世帯当たり3万円の住民税非課税世帯等価格高騰支援給付金を支給する。また、

住民税均等割のみ課税世帯及び家計急変世帯に対する給付への加算（こども加算）として、当該支給対

象者（世帯主）の世帯員である18歳以下の児童1人当たり2万円を支給する。

対象世帯・人数 給付額

住民税均等割のみ課税世帯への加算給付（こども加算）対象児童 640人 児童1人当たり2万円

家計急変世帯への加算給付（こども加算）対象児童 30人 児童1人当たり2万円

令和6年度住民税均等割のみ課税世帯 7,000世帯 1世帯当たり3万円

令和6年1月以降の家計急変世帯 400世帯 1世帯当たり3万円

244,447 3,773,614 4,018,068

小事業名 介護サービス事業所等事業費補助金 継続
所属名称 高齢者福祉部高齢者福祉課

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
656 0 0 0

令和6年度

実施計画

基本施策
中施策

成果指標

80
合計 656

656 0 656

補

正

概

要

 燃料費の高騰による影響を受けている市内福祉タクシー事業者及び福祉有償運送事業者に対し、

燃料費の補助を行う。

種別 単価（千円） 台数（台） 補助額（千円）
福祉タクシー 8 72 576
福祉有償運送 2 40

－11－



20款 民生費  15項 児童福祉費  10目 児童福祉総務費

【事業概要】

【補正額】

（財源内訳）一般財源1,143,786千円 その他（雇用保険料）10千円

【事業の内容】
①給付対象者

※対象者数（見込み）約60,000人（児童数 約99,200人） 令和6年12月5日現在

②給付金額
児童1人当たり1万円

③給付方法
電子マネー又はプリペイドカード

④支給開始時期
令和7年3月以降

 基準日の令和7年1月1日に船橋市に住民登録をしている平成18年4月2日以降に出生した児童

（0歳から18歳に達する日以後最初の3月31日まで）の保護者。

    給付対象者に専用サイトログイン用の二次元コードが記載された通知を送付し、サイトへロ

グインし、1万円分の電子マネーを選択・交換してもらう。また、電子マネーを使用しない方

などにはプリペイドカードを送付する。

小事業名 子ども応援臨時給付金給付事業費 新規
所属名称 こども家庭部子育て給付課

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
1,143,796 0 0 10

令和6年度

実施計画

基本施策
中施策

成果指標

1,143,786 0 1,143,796

 

補

正

概

要

 物価高騰の影響を受けている子育て世帯に対し、保護者の経済的負担を軽減するため、児童1人

当たり1万円を支給する。

（単位：千円）

区分 補正額
子ども応援臨時給付金給付事業費 1,143,796
上記のうち繰越明許費 472,796

－12－



40款 商工費  10項 商工費  15目 商工業振興費

・貨物自動車運送事業者等燃料費高騰対策助成金

 

≪助成額≫

45款 土木費  30項 都市計画費  10目 都市計画総務費

【事業概要】

小事業名 中小企業経営対策費 継続
所属名称 経済部商工振興課

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
126,300 0 0 0

令和6年度

実施計画

基本施策
中施策

成果指標

126,300 0 126,300

補

正

概

要

 燃料費高騰の影響を受けている貨物自動車運送事業者等の事業継続を支援するため、助成金を交

付する。

事 業 区 分 車 種 助成額/台

一般・特定貨物自動車運送事業、貨物軽自動車運送事業

大型 6万円
中型 3万円

小型 2万円
軽 1万円

一般貸切旅客自動車運送事業
大型 6万円
中型 3万円

小型 2万円

小事業名 総合交通対策費 継続
所属名称 道路部道路計画課

事

業

費

補正額

（千円）
左の財源内訳（千円） 比較（千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額
44,430 0 0 0

令和6年度

実施計画

基本施策
中施策

成果指標

 

補

正

概

要

 持続可能な公共交通機関維持のため、燃料費の高騰による影響を受けているバス及びタクシー事業者

に支援金を交付する。

事業者 補正予算額 支援金 対象路線・台数
 路線バス 14,280 千円  1路線当たり34万円 42 路線
 タクシー 30,150 千円  1台当たり4万5千円 670 台

44,430 0 44,430

－13－



（繰越明許費の補正　追加）

本　 年 　度

執行見込額

千円 千円 千円
20 15 10 子ども応援 子育て 1 796 266 530 　物価高騰対策として事

臨時給付金 給付課 業を実施するが、年度内
給 付 事 業 3 540 180 360 の完了が見込めないため。

4 100 34 66

8 60 20 40

12 1,142,300 670,500 471,800

款 項 目 節

民
生
費

児
童
福
祉
費

児
童
福
祉
総
務
費

報 酬

職員手当等

共 済 費

旅 費

委 託 料

説　　　　　　　明事　業　名 課名 予算額 繰越額

－14－



（繰越明許費の補正　変更）

本　 年 　度

執行見込額

千円 千円 千円
20 10 10 住 民 税 地 域 1 　住民税均等割の

非 課 税 福祉課 み課税世帯等に対
世 帯 等 し、給付金を支給
価 格 高 騰 するが、年度内の
支援給付金 3 完了が見込めない
給 付 事 業 ため。

4

8

10

11

12

18

及び交付金
補正後 2,463,400 1,301,400 1,162,000

補正後 130,018 0 130,018

補正前 2,228,000 1,170,000 1,058,000
負担金補助

補正後 26,698 9,672 17,026

補正前 125,518 0 125,518
委 託 料

補正後 550 100 450

補正前 24,138 8,986 15,152
役 務 費

補正後 328 52 276

補正前 500 100 400
需 用 費

補正後 1,009 127 882

補正前 264 41 223
旅 費

補正後 5,390 525 4,865

補正前 806 101 705
共 済 費

3,261 543 2,718
報 酬

4,077 679 3,398

補正前 4,529 450 4,079
職員手当等

民
生
費

社
会
福
祉
費

社
会
福
祉
総
務
費

補正後

区分 予算額 繰越額 説　　　　　　　明

補正前

款 項 目 事　業　名 課名 節

－15－



 


